
関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定（案）

（目的）

第１条 この協定は、関西広域連合及び九州地方知事会（以下「両者」という。）を構

成するいずれかの府県（以下「構成府県」という。）において、大規模な災害等が発

生し、被災した連合組織の構成府県だけでは十分な災害対策等の応援ができないとき

に、相手の連合組織の構成府県の応援を受けることにより、被災府県における災害対

策等を迅速かつ円滑に実施するため、必要な事項について定める。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定め

るところによる。

（１）「災害等」 次に掲げる事象をいう。

イ 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第１号に定める災害

ロ 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保

に関する法律（平成 15 年法律第 79 号）に定める武力攻撃事態等及び緊急対処事

態

ハ イ及びロに掲げるもののほか、府県民の生命、身体及び財産に重大な被害が生

じる、又は生じるおそれがある緊急の事態

（２）「連合組織」 関西広域連合及び九州地方知事会のそれぞれをいう。

（３）「被災した連合組織」 両者のうち、大規模な災害等により被災した府県の属す

る連合組織をいう。

（４）「災害対策等」 災害応急や災害復旧・復興に関する対策をいう。

（応援の種類）

第３条 応援の種類は、次のとおりとする。

（１）職員の派遣

（２）食料、飲料水及び生活必需品の提供

（３）資機材の提供

（４）避難者及び傷病者の受入れ

（５）船舶等の輸送手段の確保

（６）医療支援

（７）その他被災府県が要請した措置

（応援の要請）

第４条 被災府県は、当該被災府県単独では、十分な災害対策等ができないと判断した

ときは、速やかに自らが属する連合組織に対し、応援を要請する。

２ 前項の規定による応援の要請を受けた連合組織は、自らの構成府県だけでは被災府

県に対し十分な災害対策等の応援ができないと判断したときは、速やかに相手の連合

組織に対し応援を要請する。



３ 前項の規定による応援の要請は、電話等の情報伝達手段により、次に掲げる事項を

明らかにして行うものとする。ただし、状況把握が困難であるため、伝達できない事

項がある場合には、当該事項を省略することができる。

（１）被害の状況

（２）応援を要請する内容

（３）応援を要請する地域及び当該地域までの経路

（４）その他応援に当たって留意すべき事項

４ 被災した連合組織は、第２項の規定による応援の要請を口答で行った場合は、後日、

速やかにその旨を相手の連合組織に文書にて提出するものとする。

（応援の実施）

第５条 前条第２項の規定により応援の要請を受けた連合組織は、その構成府県が同時

期に被災する等、相手の連合組織の構成府県を応援することが困難である場合を除き、

速やかに自らの構成府県に応援を要請するものとする。

２ 前項の規定による応援は、連合組織が自らの構成府県に応援の対象とする地域（以

下「応援対象地域」という。）を割り当てて行うものとする。

３ 前項の規定により応援対象地域を割り当てられた府県（以下「応援府県」という。）

は、当該地域を応援するものとする。

４ 応援府県は、応援対象地域のほか、他の応援対象地域を割り当てられた応援府県の

専門的な知見等の有無、救援物資の保有状況等を勘案し、応援対象地域以外の地域の

応援に努めるものとする。

５ 前項の規定による応援対象地域以外の地域における応援については、前条第１項及

び第２項の規定による応援の要請に基づく第２項の規定による応援対象地域の割り

当てに基づいて行ったものとみなす。

（応援の自主出動）

第６条 災害の規模が甚大である等の理由により被災した連合組織からの速やかな応

援の要請が困難と見込まれる場合には、相手の連合組織は、その構成府県が同時期に

被災する等、被災した連合組織の構成府県を応援することが困難である場合を除き、

第４条第１項及び第２項の規定による応援の要請があったものとみなして、自らの構

成府県に応援を要請するものとする。

２ 前項の規定による応援は、連合組織が自らの構成府県に応援対象地域を割り当てて

行うものとする。

３ 前項の規定により応援対象地域を割り当てられた府県は、職員を当該地域に派遣し

て情報収集を行い、必要に応じて当該情報に基づき応援を行うものとする。

（応援経費の負担）

第７条 この協定に基づき府県が行う応援に要した経費は、原則として応援を受けた府

県の負担とする。ただし、前条第３項の規定による情報収集に要した経費は、当該情

報収集を行った府県の負担とする。

２ 応援を受けた府県が前項に規定する経費を支弁するいとまがなく、かつ、応援を受



けた府県から要請があったときは、応援した府県は、当該費用を一時繰替支弁するも

のとする。

（平常時の協力）

第８条 両者は、平常時において、次に掲げる業務について相互に協力するものとする。

（１）防災組織体制等に関する情報交換

（２）情報伝達訓練等の応援調整に関する防災訓練の実施

（３）その他防災に関する業務

（事務局）

第９条 両者は、この協定の円滑な運用を図るため、それぞれこの協定に係る事務局を

置く。

２ 事務局は、この協定の定めるところにより、両者間及びそれぞれの連合組織内の協

定運用の調整にあたる。

３ 関西広域連合における事務局は、関西広域連合広域防災局とする。

４ 九州地方知事会における事務局は、九州・山口９県被災地支援対策本部事務局とす

る。

（他の協定との関係）

第 10 条 この協定は、両者及びその構成府県が別に締結する災害時の相互応援に関す

る協定を妨げるものではない。

（協議）

第 11 条 この協定に定めのない事項について定めをする必要が生じたとき、この協定

に定める事項に疑義が生じたとき、又はこの協定に定める事項を変更しようとすると

きは、その都度両者で協議して定めるものとする。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、双方署名押印のうえ、各自その１

通を所持する。

平成２３年 月 日

関西広域連合

代表者 広域連合長 井 戸 敏 三

九州地方知事会

代表 会長 広 瀬 勝 貞


